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「虚弱高齢者」から「極めて元気な高齢者」まで，その体力レベルに応じた役割の創造と開
発を目的に，東北地方における在宅高齢者の地域・家庭での役割の実態把握を行い，現状での
役割にはどのような要因が影響しているのかを明らかにすることで，高齢者の役割の創造・開
発における課題を検討する。
福島県Ｓ市Ａ地区の高齢者から無作為抽出した693人を対象に，郵送法による質問紙調査を

行った。高齢者の役割については，収入の伴う仕事の有無，シルバー人材センター・高齢者事
業団の仕事の経験の有無，家の中での役割，地域の団体・組織・会とのかかわり，現在または
最近行ったボランティア活動を把握した。分析方法は，各質問の回答を２項目に分類して行っ
た。最初に各変数について の直接法を用いて性差を確認した。次に役割の有無による
属性の比較を行い，ｐ値が0.05未満となったものを投入し，変数減少法による多重ロジス
ティック回帰分析を行った。
高齢者の役割のうち，収入の伴う仕事は女性よりも男性で有している割合が有意に高かった。

家の中での役割は，男性は「大工仕事や家の修繕」，女性は家事全般において実施している割
合が高く，男女で有意差が認められた。地域の団体・組織・会とのかかわりは，男女とも「町
内会・自治会」「老人会・高齢者団体」に入っている割合が高かった。ボランティア活動は，
男女とも「美化・環境整備の活動」「農作業に関する活動」の実施割合が高かった。高齢者の
属性による役割の有無の比較では，収入の伴う仕事，家の中での役割，地域の団体・組織・会
とのかかわり，ボランティア活動ともに，日常生活自立度のレベルにより役割の有無に差が認
められ，自立者で割合が高かった。また，役割を目的変数とした多重ロジスティック回帰分析
の結果においても，現在の役割の有無には日常生活自立度が大きく影響していた。
現在，高齢者が担っている家の中や地域での役割は，性や日常生活自立度で違いがあり，日

常生活で介助を要する者は役割を持たない者が多いことがうかがわれた。新たな役割の創造・
開発を行う上で，性・年齢とともに高齢者の活動レベルに応じた役割を検討することの重要性
が確認された。

社会参加，社会活動，役割，在宅高齢者

Ⅰ

日本では，1970年に老年人口割合が７％を超

えて以来，高齢者対策が国の主要課題となり，
単に寝たきりをつくらないということだけでは
なく，活力のある高齢者像を目指し，国の施策
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は変化している。
そのような中で，高齢者の社会活動・社会参

加の重要性が言われるようになったが，現実に
は退職や引退などで社会的役割から退く高齢者
も多く，年齢が高くなるほど活動の機会が減少
することが指摘されている1)2)。しかし，平成
13年の国民生活基礎調査の結果では，日常生活
に影響ある人の割合は２割程度に過ぎず，多く
の人は自立して生活している3)。また，援助や
介護を受けながら生活している人であっても，
何らかの形で周囲とのかかわりを持ちながら社
会生活を送っており，どのような自立度の段階
においても家庭や身近な環境の中で役割を持ち，
社会参加を果たすことは可能であると考える。
そこで本研究では，「虚弱高齢者」から「極

めて元気な高齢者」まで，その体力レベルに応
じた役割の創造と開発を目的に，高齢者の役割
の実態把握を行い，現状での役割にはどのよう
な要因が影響しているのかを明らかにすること
で，高齢者の役割の創造・開発における課題を
検討する。

Ⅱ

福島県Ｓ市Ａ地区在住の満65歳以上（平成17
年２月１日現在）の全高齢者1,446人中，723人
を無作為抽出し，そのうち，施設入所者，死亡，
転出者を除く693人を調査対象者とした。

調査期間は平成17年３月10～18日で，Ｓ市保
健福祉部市民健康課，Ａ地区地域組織会と共同
し，郵送法にて自記式調査票の配布と回収を
行った（家族などの代筆も含む）。
調査内容は，対象者の属性として，年齢，性

別，世帯構成，日常生活自立度，健康度自己評
価，体力への自信，運動習慣を把握した。高齢
者の役割に関する項目は，収入の伴う仕事の有
無，シルバー人材センター・高齢者事業団の仕
事の経験の有無，家の中での役割，地域の団
体・組織・会とのかかわり，現在または最近

行ったボランティア活動について把握した。

分析方法は，各質問の回答を２項目に分類し
て行った。世帯構成は「独居」と「その他」に，
日常生活自立度は厚生労働省による障害老人の
日常生活自立度判定基準を用い，完全自立・ラ
ンクＪを「自立」，それ以外を「要介助」とし
た。運動習慣については，週に１回以上運動し
ている人を「あり」，１回未満の人を「なし」
とした。最初に，各変数について の直
接法を用いて性差を確認した。次に，役割の有
無による属性の比較を行い，ｐ値が0.05未満と
なったものを投入し，変数減少法による多重ロ
ジスティック回帰分析を行った（欠損値除外）。
有意水準５％未満とした。解析は
.13.0 を使用した。

本研究では，「役割」を，日常的な家庭内の
役割や個人的な学習・趣味に関する活動から地
域の団体・組織活動やボランティア活動などの
社会活動（参加）までを包括する概念と操作的
に定義した。社会活動や社会参加は，高齢者の
役割が地域的に組織化されたものとした。

Ⅲ

調査対象者693人中，回答が得られたのは487
人（回収率70.3％）であった。分析対象につい
ては，まず性別・年齢が適切に記載されていな
いものを除外した。次に欠損値を含むものと含
まないもので，性別，性・年齢別に各回答項目
の比較を行い，有意差が認められないことを確
認した。以上の過程を経た上で，欠損値を含む
データの削除による回答の偏りを考え，本研究
では，性別・年齢が適切に記載されていた466
人を分析対象者とした（有効回答率67.2％）。
分析対象者のうち，自記は73.2％，代筆は26.8
％で，代筆の方が75歳以上の割合および要介助
者の割合が高かった。
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注 1) 障害老人の日常生活自立度判定基準のうち，完全自立・ラ
ンクＪを「自立」，それ以外を「要介助」と分類した。
2) 週に１回以上運動している人を運動習慣「あり」，１回未
満の人を「なし」と分類した。
3) 欠損値がある項目は「ｎ＝人数（欠損値）」で示した。
4) の直接法

注 1) 役割全体は，５つの役割項目のうちいずれかを行っている人
を「あり」，何も行っていないと回答した人を「なし」に分類
した。
2) 欠損値がある項目は「ｎ＝人数（欠損値）」で示した。
3) の直接法

注 の直接法

男性(ｎ＝182) 女性(ｎ＝284)
ｐ値

人 ％ 人 ％

年齢階級
65～74歳
75歳以上

日常生活自立度1)

自立
要介助

世帯構成
独居
その他

健康度自己評価
健康
健康でない

体力への自信
自信がある
自信がない

運動習慣2)

あり
なし

男性(ｎ＝182) 女性(ｎ＝284)
ｐ値

人 ％ 人 ％

収入の伴う仕事
あり
なし

シルバー人材センター・
高齢者事業団の仕事の経験
行ったことがある
行ったことがない・分からない

家の中での役割
あり
なし

地域の団体・組織・会
とのかかわり
入っている
入ってない

ボランティア活動
行っている
行っていない

役割全体の有無1)

あり
なし

男性(ｎ＝159) 女性(ｎ＝250)
ｐ値

人 ％ 人 ％

食事の支度
洗濯
掃除
家計や財産管理
孫の世話や保育
親や配偶者の介護
ペット・家畜の世話
神棚・仏壇の管理
庭・花壇・菜園の管理
ごみ捨て・ごみ処理
留守番・電話番
家業の手伝い
大工仕事や家の修繕
漬物・乾物・味噌作り等
その他
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対象者の性別（平均年齢：最高年齢）は，男
性182人（73.8±6.3歳：91歳），女性284人
（75.9±6.9歳：94歳）であった。
年齢階級は，男性の65～74歳の割合が有意に

高かった（ｐ＜0.01）。体力への自信について
は，男性で自信がある割合が高かったのに対し，
女性は自信がない割合が高かった（ｐ＝0.04）

。

「収入の伴う仕事」（ｐ＜0.01）は男性が，
「家の中での役割」（ｐ＜0.01）は女性の割合
が有意に高かった。シルバー人材センター・高
齢者事業団の仕事の経験は，「行ったことがあ
る」人は男女とも５％に満たなかった。地域の
団体・組織・会とのかかわりは，男女とも７割
以上が何らかに「入っている」と答えた。ボラ
ンティア活動については，男女とも約６割が何
らかの活動を行っていた。役割全体でみると，
男女ともほとんどが何らかの役割を有していた

。
家の中で行っている役割の項目別の比較では，

「食事の支度」「洗濯」「掃除」「神棚・仏壇の
管理」「ごみ捨て・ごみ処理」「留守番・電話

番」「漬物・乾物・味噌作り等」は女性が行っ
ている割合が男性よりも高く，「大工仕事や家
の修繕」については男性が行っている割合が高
かった 。
地域の団体・組織・会とのかかわりの詳細は，
「宗教団体・寺の檀家組織」（ｐ＜0.01）で男
女の差が認められ，男性が入っている割合が高
かった 。
ボランティア活動の実施割合は，「施設補修

等の作業活動」で男性が女性よりも有意に高
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注 1) 各項目それぞれについて「入っている」か「入っていない」かを質問した。
2) の直接法

注 の直接法

注 1) 欠損値を除く。 2) の直接法

男性 女性
ｐ値

ｎ 人 ％ ｎ 人 ％

町内会・自治会
老人会・高齢者団体
婦人会・女性団体
民生委員・福祉組織
保健等の推進組織
スポーツ関係指導者団体
趣味・レクリエーション関係の会
祭りや文化に関する組織
農協・漁協・森林組合
商工団体
宗教団体・寺の檀家組織
政治関連団体・後援会
戦友会・遺族会
退職者団体・会
ボランティア関係団体
その他の団体

美化・環境整備の活動
清掃に関する活動
施設補修等の作業活動
農作業に関する活動
町内会・自治会活動
施設管理・案内・監視等の活動

高齢者福祉に関する活動

運動・音楽・踊り等の指導
その他の活動

子育て支援等に関する活動

遊びなど子どもに関する活動

男性(ｎ＝126) 女性(ｎ＝188)

人 ％ 人 ％
ｐ値

年齢階級
65～74歳
75歳以上

日常生活自立度
自立
要介助

世帯構成
独居
その他

健康度自己評価
健康
健康でない

体力への自信
自信がある
自信がない

運動習慣
あり
なし

男性 女性

ｎ
仕事あり 仕事なし

ｐ値 ｎ
仕事あり 仕事なし

ｐ値
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％
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かった（ｐ＝0.01）。全体では男
女とも「美化・環境整備の活動」
「農作業に関する活動」「清掃に
関する活動」の割合が他の項目よ
りも高かった 。

属性および役割の実施状況に男
女差が認められたことから，男女
別に属性による役割の有無の比較
を行った。なお，「シルバー人材
センター・高齢者事業団の仕事の
経験」については，実施している
者の割合が低かったため，分析か
ら除外した。
収入の伴う仕事の有無では，男性は「65～74

歳」「自立」「健康」体力への「自信がある」人
が仕事を有している割合が有意に高かった。女
性では「自立」の場合に仕事を有している割合
が高かった 。
家の中での役割は，男女ともに年齢は若く，

日常生活自立度，健康度自己評価，体力への自
信，運動習慣の良好な回答の方が家の中での役
割がある割合が有意に高かった 。
地域団体・組織・会とのかかわりの有無につ

いては，男性は「自立」，女性は「自立」「健
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注 1) 欠損値を除く。 2) の直接法

注 1) 欠損値を除く。 2) の直接法

年齢階級
65～74歳
75歳以上

日常生活自立度
自立
要介助

世帯構成
独居
その他

健康度自己評価
健康
健康でない

体力への自信
自信がある
自信がない

運動習慣
あり
なし

男性 女性

ｎ
かかわりあり かかわりなし

ｐ値 ｎ
かかわりあり かかわりなし

ｐ値
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

年齢階級
65～74歳
75歳以上

日常生活自立度
自立
要介助

世帯構成
独居
その他

健康度自己評価
健康
健康でない

体力への自信
自信がある
自信がない

運動習慣
あり
なし

男性 女性

ｎ
役割あり 役割なし

ｐ値 ｎ
役割あり 役割なし

ｐ値
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％
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康」運動習慣「あり」で地域組織とのかかわり
を有する割合が有意に高かった 。
ボランティア活動の有無では，男性は世帯構

成以外，女性は年齢階級と世帯構成以外におい
て，活動の有無に差が認められた。男女とも，
「65～74歳」「自立」「健康」体力への自信と運
動習慣がある人で活動している割合が高かった

。

役割の有無を目的変数にした多重ロジス
ティック回帰分析の結果，男性におけるオッズ
比は，「収入の伴う仕事の有無」では年齢階級
0.33，健康度自己評価2.78，「家の中での役割
の有無」では日常生活自立度16.73，運動習慣
7.47，「地域団体・組織・会とのかかわりの有
無」では日常生活自立度6.59，「ボランティア
活動の有無」では健康度自己評価3.63，運動習
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注 1) 欠損値を除く。 2) の直接法

注 1) 欠損値はすべて除外された。
2) 多重ロジスティック回帰分析：変数減少法（尤度比）

注 1) 欠損値はすべて除外された。
2) 多重ロジスティック回帰分析：変数減少法（尤度比）

年齢階級
65～74歳
75歳以上

日常生活自立度
自立
要介助

世帯構成
独居
その他

健康度自己評価
健康
健康でない

体力への自信
自信がある
自信がない

運動習慣
あり
なし

男性 女性

ｎ
活動あり 活動なし

ｐ値 ｎ
活動あり 活動なし

ｐ値
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

収入の伴う仕事の有無（ｎ＝138）
年齢階級（65～74歳／75歳以上）
健康度自己評価（健康でない／健康）
家の中での役割の有無（ｎ＝126）
日常生活自立度（要介助／自立）
運動習慣（なし／あり）

地域団体・組織・会とのかかわりの有無（ｎ＝109）
日常生活自立度（要介助／自立）

ボランティア活動の有無（ｎ＝98）
健康度自己評価（健康でない／健康）
運動習慣（なし／あり）

要因 オッズ比
95％信頼区間

下限 上限
ｐ値

収入の伴う仕事の有無（ｎ＝193）

地域団体・組織・会とのかかわりの有無（ｎ＝158）

ボランティア活動の有無（ｎ＝149）

要因 オッズ比
95％信頼区間

下限 上限
ｐ値

日常生活自立度（要介助／自立）

日常生活自立度（要介助／自立）

日常生活自立度（要介助／自立）
体力への自信（ない／ある）
運動習慣（なし／あり）
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慣5.21であった 。
女性におけるオッズ比は，「収入

の伴う仕事の有無」では日常生活自
立度8.08，「地域団体・組織・会と
のかかわりの有無」では日常生活自
立度6.53，「ボランティア活動の有
無」では日常生活自立度6.26，体力
への自信2.32，運動習慣2.57であっ
た。家の中での役割については，除
外された 。

Ⅳ

本調査の対象者は，男性で27.6％，
女性で15.1％が収入の伴う仕事をし
ていた。総務庁の「高齢者の生活と
意識」に関する調査結果では，65歳
以上の男性では４割，女性では２割
が収入の伴う仕事をしていた4)。本
調査の男性対象者は，総務庁の調査
結果よりもやや有職割合が低いもの
の，男性よりも女性の有職割合が低いという点
は一致していた。
シルバー人材センター・高齢者事業団での仕

事の経験については，「行ったことがある」と

答えた人は男女合わせても14人（全体の3.8
％）のみで，対象者にとってはあまり身近な組
織団体ととらえられていない可能性が考えられ
る。シルバー人材センター・高齢者事業団の活
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動は，高齢者の就労を促進する機関としての役
割が期待され，認知度と活用のしやすさについ
て今後検討が必要であろう。
家の中での役割については，女性で「ある」

割合が高く，特に家事に関する役割を担ってい
た。男性は，庭・花壇・菜園の管理やごみ捨
て・ごみ処理などを行っていた。また，大工仕
事を行っているのはほぼ男性のみで，家の中で
の役割は，女性は家事，男性は比較的，力を要
する仕事と分担されていた。

ら5)の調査でも高齢者の家事労働時間
は男性よりも女性の方が長いことを指摘し，積
極的に家事労働を行うことが体力維持に大きく
影響することを示唆している。しかし，約１割
の人が何も役割がない状況であり，日常生活自
立度の影響とともに，多世代世帯での嫁・娘へ
の家事労働の世代交代の可能性も考えられる。
そのため，今後，家の中での女性高齢者の役割
の実態を正確に把握するには，自立度，家族構
成，家庭内での役割分担の状況などを踏まえる
必要があるだろう。
地域の団体・組織・会での高齢者の活動につ

いては，1993年に総務庁が60歳以上の男女を対
象に「高齢者の地域社会への参加に関する調
査」を行っている。この調査では，高齢者の参
加割合が高い団体組織は「町内会・自治会」
「老人クラブ」の順であった6)。本研究の調査
でも，男女ともに「町内会・自治会」「老人
会・高齢者団体」に入っている割合が高く，同
様の結果であった。
ボランティア活動については，対象者の半数

以上が何らかの活動を行っており，中でも「環
境整備」「農作業」「清掃」にかかわる活動で男
女とも実施割合が高かった。林7)の報告でも環
境の美化活動などは高齢者に期待できる活動と
して挙げており，高齢者にとっては比較的気軽
に取り組みやすい活動であると思われる。
中高年の社会参加の現状と関連要因を検討し

た金ら8)の調査では，性差に関する特徴として
女性は収入を伴う「仕事」は少ない反面，「個
人活動」は活発であったと述べている。また，

9)の調査でも女性の仕事の従事率の低

さとボランティア活動の活発さが指摘されてい
る。本調査では，仕事に関する性差は認められ
たものの，ボランティア活動に関しては有意な
差は認められなかった。金ら8)の調査では，対
象者の年齢が55～79歳と男性の就業割合の高い
非高齢者を含んでいたことが本調査との違いに
つながったと考える。

10)はその後の調査で，ボランティア
活動を行う高齢者の増加を指摘しており，近年
の高齢男性のボランティア人口の増加が本調査
でも性差を認めなかったことに影響しているの
ではないかと考える。

役割に関する影響要因として，男性では，年
齢階級，健康度自己評価，日常生活自立度，運
動習慣と各変数が様々な組み合わせで影響して
いた。女性では，日常生活自立度が各役割と影
響し，ボランティア活動のみで体力への自信と
運動習慣の影響も認められた。
金ら8)は，社会参加の規定要因として性・年

齢を挙げている。本調査の多重ロジスティック
回帰分析の結果では，年齢は男女とも著明な影
響要因として挙がらなかった。玉腰ら11)や

ら12)は，社会活動は必ずしも年齢ととも
に減少するわけではなく，日常生活動作
（ ）が保たれていることが必要であると
指摘している。本調査の対象者でも，特に女性
では日常生活自立度の影響が確認された。この
ことは，年齢の高い高齢者の場合でも，
が保たれている人では何らかの役割を果たしな
がら生活を送っていることを示している。
また，対象者の属性の中で運動習慣は，男性
では家の中での役割とボランティア活動との関
連，女性ではボランティア活動との関連が高
かった。本調査の対象者が行っているボラン
ティア活動は，「環境整備」「農作業」「清掃」
など体を動かす作業が多く，運動の一環とし
て，また屋外での活動の一環としてボランティ
ア活動を行っていることが考えられる。そのた
め役割の獲得ということだけではなく，
の維持・増進，閉じこもり予防13)としての効果
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も期待できる。また，ボランティア活動に関し
ては， ら14)が早期死亡リスクとの関連性
を指摘しており，これらの活動の実施者を増や
していくことも「元気高齢者づくり対策」の推
進に向け，意義あることと考える。
以上のことから，現在の高齢者の役割は，日

常生活自立度に大きく左右されており，性・年
齢とともに高齢者の活動レベルに応じた役割の
創造が新たな役割の発掘につながることが示唆
された。
本研究では，分析対象者のうち２割強は代筆

であったが，高年齢や身体機能低下による自記
困難と推察し，回答の偏りへの影響はないもの
と考え両者を含めて分析した。
また，一部欠損値があるデータも含めて分析

したが，この点については，欠損値の有無によ
る回答の偏りがないか確認したものの，結果へ
の影響は完全に否定できるものではない。ロジ
スティック回帰分析については，欠損値のある
ものは除外されたため，対象全体の傾向を正確
に反映しているともいい切れない。しかしなが
ら，これまでの先行研究と同様の傾向を示した
結果もあり，高齢者の役割に関する資料として
の価値はあるものと考える。
今後は，より精度を高めた上で，高齢者の役

割の特徴を示していくことが課題となるであろ
う。
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